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は じ め に
近年, 企業再生の制度的枠組みとして, 私的整理の重要性が高まっている。例えば, 私的
整理ガイドライン, 産業再生機構, 中小企業再生支援協議会, さらには現在構想中の地域力
再生機構も私的整理の枠組みとして位置づけられる。




なり, 中小企業の再生においては, 公的機関の役割は重要であり, 民間の投資ファンドだけ
では必ずしも十分ではない。国内外大手の企業再生ファンドの場合, 投資規模面の制約があ
り, 小型案件は投資の間尺に合わないため, 中小企業は投資対象となりにくいからである。
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関西圏における中小企業再生の取り組み
中小企業再生支援協議会の活動を中心に













さらに, 改正法では, 中小企業の再生に対する支援として, 中小企業再生支援指針を定め
公表するほか, 中小企業再生支援協議会を設置することが定められた。同協議会は, 経済産
業大臣が認定する商工会議所, 商工会連合会等に置くこととされ, 各都道府県に１か所程度
ずつ設置されることとなった, また, 同協議会には, 中小企業の再生支援の専門家（会計士,
税理士, 弁護士, 中小企業診断士, 再生支援経験者等）を配置し, 再生しようとする中小企
業に対する指導助言や再生計画の作成支援を行うこととされた2)。これを根拠として, 同法
施行以降, 各都道府県に中小企業再生支援協議会が設立されていくことになる。














間延長（５年→７年), 繰延還付（１年）の対象拡大, 革新的新規設備に対する特別償却, 登録免許
税の減免などである。
2) 各協議会のメンバー構成は, トップに統括責任者（プロジェクトマネージャー）を配し, その下に
統括責任者補佐（サブマネージャー）が配置されており, これらのメンバーは, 地元金融機関出身者,
公認会計士, 税理士, 中小企業診断士などである場合が多い。なお, 八木宏之著『経営の再生』時事




営状態を把握するとともに, 提出書類の分析によって, 経営上の問題点や課題を抽出し, 支
援内容を検討する。
次に, 検討の結果, 再生計画の策定が妥当と判断された場合, 再生計画策定支援（二次対
応）に進むことになるが, 関係機関の窓口を紹介する方が適切だと判断された場合は, 商工
会議所, 商工会, 中小企業支援センター, 政府系金融機関などの窓口を紹介することになる。









































































































































2005年 2006年 2007年 2008年
二次対応を行うことが決定した案件については, 常駐の専門家が中心となって, 中小企業
診断士などの外部専門家, 関係金融機関等により個別支援チームを編成し, 再生計画策定を
支援することになる。具体的には, 債権者の金融機関等と協議・交渉し, 債権放棄, 返済の































本的な再生を行っているという指摘もある。また, 後者の指摘については, 専門家の能力不足は, 協







実施基本要領｣5) を公表し, 準則化している。同基本要領のポイントは, 支援業務部門の機
動性の確保および確実な事業再生の促進, 幅広い再生案件への対応, 中立性の確保, 再生計
画策定先のフォローアップとなっており, 具体的には次のような手続きを定めている。
まず, 一次対応としては, 相談を拒むことなく幅広く対応することとし, その結果を中小
企業庁が定める様式に従って報告書を作成し, 各経済産業局および全国本部に提出すること
としている。




























第四に, 統括責任者は, 再生計画の内容の相当性や実行可能性を調査し, 調査報告書を債
権者に提出する（ただし, 債権放棄等を含む場合は, 個別支援チームの弁護士が行う）こと
としている。これは私的整理ガイドラインに準じている。


















最後に, 完了案件のフォローアップとして, 主要債権者と連携し, 外部専門家の協力を得
て, 相談企業の計画達成状況等をモニタリングし, その期間は概ね３事業年度としている。
また, このモニタリングを通じ, 助言を行うとともに, 計画変更の必要がある場合には支援
を行うこととしている。これは協議会独自の規定である。
従来は, 各地の協議会ごとにルールがあると言われ, それぞれの協議会で取り組み方に差






っているのか, 2009年２月中旬から４月下旬にかけて大阪, 京都, 兵庫, 和歌山, 滋賀, 奈
良, 福井の各協議会に対してインタビューを行う機会を得たので, それをもとに考察する。
（１）大阪府中小企業再生支援協議会
まず, 体制としては, プロジェクトマネージャー１名, サブマネージャー４名で, プロジ
ェクトマネージャーは金融機関と RCC出身者, サブマネージャーにも銀行出身者が多く,
中小企業診断士も含まれている。






メーカー37％, 小売業26％, 建設10％, 運輸10％, ホテル４％, サービス17％で, 府下の業
種割合に近似しており, 特段の特徴はない。
第三に, 支援内容はリスケジュールが大半を占めているが, 債権放棄, DDS, スポンサー











まず, 体制としては, 2009年３月末現在, プロジェクトマネージャー１名とサブマネージ
ャー４名, 計５名で, プロジェクトマネージャーは信用保証協会出身者であり, 他のメンバ
ーは金融機関出身者, 出向者および RCC出身者である。
次に, 支援先43社のうち30社は銀行からの持ち込みの案件である。その他は, RCC, コン
サルタント, 公認会計士, 弁護士, 信用保証協会の紹介等によるものである。












まず, 体制としては, プロジェクトマネージャー１名は, 公認会計士であり, 他にサブマ
ネージャー５名, うち税理士１名, 中小企業診断士２名, 金融機関出身者２名で構成されて
いる。
次に, 2009年３月末時点で, 一次対応については, 2009年度64件, 累計295件で, 年40～50
件程度である。そのうち金融機関からの持ち込みは100件程度で, 企業からの直接申し込み
も多い。業種的には, メーカー３割, 卸小売り２割, 飲食・旅館２割という割合であるが,
メーカーは機械・金属などで, 呉服などの伝統産業はほとんどない。その意味では, 京都ら









模が大きく, 体力のある地銀・信金があり, 地域の金融機関が横並びになっているため, 中
小企業でもメインバンクがはっきりしている場合が多い。したがって, 金融支援もメインが
損失を負担して決着するケースが多い。なお, 経営責任については, 中小企業の場合, 旧経
営陣なしには事業継続が難しい場合が多いため, 形式的に交替するケースが多く, 事実上事





まず, 体制としては, プロジェクトマネージャー１名は, 公認会計士であり, サブマネー
ジャー３名は, 中小企業診断士, 地銀出身者である。





案件数は増加傾向であり, 二次対応案件数でみると, 2003年～2006年は, 年間３～６件ペー
スであったものが, 2007年, 2008年はいずれも12件である。これは, 中小企業再生支援融資
制度が導入され, 協議会を利用するメリットが高まったこと, 金融検査マニュアルが改訂さ
れ, 上方遷移しやすくなったことなどが挙げられる。
第三に, 支援内容としては, リスケジュールや再生支援制度融資が中心であるが, 最近で
は DDS４件, 第二会社方式２件がある。しかし, スポンサー案件はない。多くの場合, 経
営者は継続しており, 交替しても子息を後継者とするケースが多い。なお, 再生計画策定に




３名）など計５名で, プロジェクトマネージャーは, 元金融機関出身者, サブマネージャー
は, 金融機関出身者や中小企業診断士・公認会計士である。
次に, 2009年３月末現在, 設立後の相談延べ件数は約400件で, 二次対応に移行した案件














専任), 事務１名の計５名で, プロジェクトマネージャーは, 金融機関出身者, サブマネー
ジャーは, それぞれ RCC, 金融機関および信用保証協会出身者である。
次に, 2009年３月末現在, 一次対応は累計で251件であり, うち金融機関からの持ち込み
48件, 企業からの直接申し込み165件, 商工会議所および商工会からの紹介26件となってい










第三に, 支援内容としては, リスケジュールが７～８割を占めるほか, DDS２件, DES
１件, 債権カット１件, 間接放棄２,３件となっている。ただし, スポンサーが支援した案
件はないが, 相当数の案件で, 奈良県の中小企業再生支援融資制度が利用されている。
（７）福井県中小企業再生支援協議会
まず, 体制としては, プロジェクトマネージャー１名, サブマネージャー３名, 事務１名







種別の特徴としては, 一次対応では, 繊維, 眼鏡, 機械など製造業約３割, 建設２割, 卸小
売２割, サービス２割などであり, 二次対応でもそれほど大差はない。ただし, 建設業の案
件は2008年ごろからストップしている。



















































Activities for Rehabilitation of Small and
Medium-size Enterprises in Kansai Area
Junsuke MATSUO
In recent years in Japan, out-of-court workouts, the Guideline for Out-of-court Workouts for
Financial Institutions, the Industrial Revitalization Corporation of Japan (IRCJ), and Small and
Medium-size Enterprise Revitalization Support Councils (SMERSCs) are becoming more impor-
tant for corporate rehabilitation. Among these, SMERSCs, which once were less remarkable,
have been receiving high evaluations. Recently, with rehabilitations of small and medium-size en-
terprises (SME) becoming more important, the activities of SMERSCs will become more impor-
tant as well. This paper examines their activities.
Chapter 1 explains the process in which SMERSCs were founded in 2003. The background is
the Act on Special Measures for Industrial Revitalization enforced in October 1999. The main
purposes of the Act were as follows : (1) encourage reorganizations to persistently develop the
economy, and (2) make policies for revitalizing SMEs. The Act was temporary until the end of
March 2003. The economic conditions in Japan, however, had begun to decline from 2001. The
Act was reviewed and a revised Law on Special Measures for Industrial Revitalization was en-
forced in April 2003. The revision stipulated that SMERSCs shall be established in every prefec-
ture and that managers shall include CPAs, licensed tax accountants, lawyers, SME management
consultants and other experts in corporate rehabilitation. At the time, the mass media, however,
did not comment on the establishment, because at the same time, the IRCJ was established and
commented publicly. When SMERSCs were established, they had neither a head office nor uni-
fied procedures since the government let SMERSCs support SMEs, considering the characteris-
tics of each region.
Chapter 2 explains the activities of SMERSCs. The first step of the SMERSCs procedure is
consultation with the debtor company that comes to ask for support. The managers estimate the
possibilities of rehabilitation by reviewing the financial statements and questioning the directors
in detail. If there is a possibility for revitalization, the managers examine how best to provide sup-
port. The second step is support in creating a reorganization plan by negotiating with creditors.
After the plan has been settled and executed, the SMERSCs monitor the debtor company’s
achievement by checking the financial statements and asking company’s directors to confirm that
the plan is being properly carried out.
As a result of their activities and efforts, companies to which SMERSCs have given support are
steadily increasing. In May 2007, the revised Law on Special Measures for Industrial Revitaliza-
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tion was reviewed again and extended until 2016. At the same time, a head office was established
and a unified SMERSCs procedure was also introduced.
Chapter 3 explains the activities of the head office and the unified procedure. These activities
are as follows :
(1) to help managers improve their skills ;
(2) to outsource specialists and send them to prefectural councils asking for help ; and
(3) to make a manual of the procedures.
The unified SMERSCs procedure was formed on the basis of the Guidelines for Out-of-court
Workouts for Financial Institutions. Characteristics of the procedure include :
(1) Reorganization plans shall substantially resolve situations where liabilities exceed assets
within 3 to 5 years ;
(2) Reorganization plans shall get the current balance into the black within 3 years ; and
(3) Reorganization plans shall reduce the ratio of cash flow to interest-bearing debt below 10 to
1 by the last year of the plan.
Chapter 4 examines the activities of SMERSCs located in the Kansai region through interview
research. The author visited SMERSC offices in Osaka, Hyogo, Kyoto, Nara, Wakayama, Shiga
and Fukui Prefectures in February and April 2009, and found that :
(1) Companies asking for support have been gradually increasing since establishment of
SMERSCs in 2003 ;
(2) A large number of financial institutions go to SMERSCs in order to rehabilitate companies to
which they are lending ; and
(3) Reorganization plans mainly consist of rescheduling the repayment, but in some cases, also
include reduction of repayment, debt-equity swaps, debt-debt swaps, and sales of financial
credits.
The last chapter points out some of the reasons such activities have been highly evaluated as
important methods of SME revitalization :
(1) Their steady efforts are recognized and highly evaluated in each local community, especially
among regional financial institutions, because debtor companies can be revitalized at lower
expense following the procedure and because SMERSCs have skill in negotiating with finan-
cial institutions ;
(2) SMERSC support skills have been improving, enabling them to better solve complicated
cases ; and
(3) Debtor companies can use public loans provided by local governments to support local SMEs
in case the reorganization plans are settled under the SMERSC procedure.
